
－ 52 －

財政と公共政策　第 43 巻第 2号（通巻第 70 号）2021 年 10 月

要旨

本論文では，かつてピオリ（Piore, M.J.）
とセーブル（Sabel, C.F.）によって『第二の
産業分水嶺』（1984 年）のなかで紹介された，
ポスト・フォーディズム論にかかわり地域経
済の発展モデルの 1つとして，「サード・イ
タリア」とその中心都市であるボローニャに
ついて，その後の EU拡大やユーロ危機，さ
らには 2012 年の大震災や 20 年からのコロナ
禍という「自然災害」のもとで，急増する移
民・難民問題等に象徴される地域的変化の実
態に迫ろうとするものである．
同時に今後のボローニャ経済の発展可能性
にかかわり，これまで営々と培ってきた地域
的優位性，すなわち地域の企業間に連綿と続
く信頼と互恵による「競争と協調」の中小企
業ネットワーク，いいかえれば，ボローニャ
ならではの「産業的雰囲気」（A.マーシャル）
を最大限に活かしながら，進行する知識経済
化に対応して「イノベーションと創造性」を
軸に，地域的な産業集積が文字どおり「マー
シャルの森」から「知恵の森」にむけ，チャ
レンジを続ける実相についてあきらかにしよ
うとしたものである 1）．

1　歴史的転換点にあるボローニャ経済

1-1　問題の所在
「統一なき国家」といわれたイタリアが，
国家として統一されたのは 1861 年である．
しかし国家統一後も，それまでの都市国家と

しての独自の伝統や文化は色濃く残り，特色
ある多様な地域経済が形成された．その典型
の 1つがボローニャである．この地域もグロ
ーバル化のなかで実現した EU拡大や統一通
貨ユーロの導入による影響に加え，2010 年
以降のユーロ危機や 12 年の大震災と 2度に
わたる洪水被害，そして 20 年からのコロナ
禍による「医療崩壊」という度重なる「自然
災害」と，さらには国政における実務派政権
誕生もポピュリスト政党主軸による政治経済
の不安定化も重なり，いま歴史的な転換点に
あるといわれている．
そこで，その実像に迫るとともに，この間
におけるわが国経済のいっそうのグローバル
化の進展にともない都市，地方を問わず地域
経済をめぐってさまざまな困難が現出してい
るが，なかでも中小企業を主体とした大阪経
済をはじめ，多くの産業集積において困難と
衰退傾向が顕在化するもとで．地域経済ない
しは産業集積の再生を図るうえで何が参考に
なるのかをあきらかにするのが，本論文の課
題である．

1-2　ボローニャの歴史と産業
ボローニャはエミリア・ロマーニャ州の州
都で，ローマから北上したエミリア街道は東
北方面にはヴェネツィア，西北方面にはミラ
ノにと分岐する交通の要衝としてローマ時代
から栄え発展した．このあたりはイタリア最
大の河川であるポー川沿いの肥沃な地である
ため，ボローニャということばには，地名の
ほかに「豊かな地」という意味もある．
ボローニャの都市としての歴史は紀元前
10 世紀の古代ローマ時代にまで遡る．その
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ため，この地には欧州初ないしは世界初とい
われるものが少なくない．なかでも，「知の
ボローニャ」を象徴するボローニャ大学は欧
州最古の 1088 年に創立された．出発点はロ
ーマ法学を学ぶ場であったが，世界で最初の
人体解剖がおこなわれたように，医学や天文
学をはじめさまざまな学問領域で新しい分野
が創設された．そのため，のちに大作『神曲』
を著したフィレンチェ出身のダンテやポーラ
ンド出身の天文学者コペルニクスも学んだよ
うに，ヨーロッパ中から秀逸な学生が集まる
ようになる．地域の商業や工業をとりまとめ
る商工会議所ができたのも，世界最古の 12
世紀である．また「塔と回廊の街」といわれ
るように市内中心部にある「2つの斜塔」の
うち，約 100 メートルの塔から見下ろすと，
眼下にはさながら中世にタイムスリップした
かのような歴史的街区，チェントロ・ストリ
コ（centro storico）が広がる．その通路側
にはボローニャのシンボルといわれるアーケ
ード状の回廊，ポルティコ（portico）が延々
と続き，その総延長は 40 キロメートルにも
およぶといわれる．

ボローニャは古くから農業だけでなく商
業，工業も発展した街で，とくに 15，16 世
紀に発達したシルク産業は欧州一の規模と品
質を備えていた．その原動力となったのが歴
史的街区を縦横に走る運河で，その水力を利
用し，滑車とカムにより開発された画期的な
自動紡績機は，当時城壁に囲まれた街全体が
さながらシルク工場ではと思えるほどの技術
力と生産力を誇った．ただし，製品は主に婦
人用ショール（肩掛け）であったため，17
世紀以降，新興のシルク産地であるリヨンや
コモの流行モノに後塵を拝すようになり，18
世紀には完全に衰退・崩壊した．
その後，約 1世紀の空白期間を経て 19 世
紀におけるイタリアの民族独立と国家統一を
実現させた復興運動，リソルジメント
（risorgiménto）を契機に近代自治都市とし
てのボローニャが蘇生するが，この都市が世
界的に注目を集めるようになったのは比較的
最近のことである．そのきっかけはピオリと
セーブルが『第二の産業分水嶺』（1984 年）
のなかで，経済発展モデルの 1つとしてアメ
リカのシリコンバレーと並んで，「サード・

表 1　ボローニャにおける業種別企業数の推移

業種名 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年 2013 年 （％）

農業・林業 10,908 10,630 10,390 10,109 9,916 9,372 （10.8）

製造業 10,011 9,719 9,569 9,483 9,269 9,128 （10.5）

建築業 13,906 13,779 13,812 13,775 13,532 13,282 （15.3）

不動産業 6,308 6,391 6,479 6,570 6,536 6,613 （ 7.6）

輸送業 4,593 4,481 4,349 4,210 4,132 4,038 （ 4.7）

情報・通信 2,182 2,206 2,280 2,333 2,337 2,343 （ 2.7）

金融・保険業 2,192 2,207 2,206 2,210 2,156 2,254 （ 2.6）

専門業 3,942 3,989 4,023 4,032 4,010 3,982 （ 4.6）

商業 21,305 21,194 21,294 21,419 21,281 21,348 （24.7）

ホテル・レストラン 5,075 5,151 5,288 5,412 5,526 5,611 （ 6.5）

対企業サービス 2,654 2,721 2,789 2,843 2,925 2,947 （ 3.4）

その他人的サービス 3,501 3,470 3,536 3,582 3,609 3,646 （ 4.2）

合　計 88,426 87,798 87,855 87,890 87,222 86,562 （100,0）

出所：ボローニャ商工会議所調べ
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イタリア」とその中心都市であるボローニャ
をとりあげたからである．以後，その行方が
世界的に注目されるところとなる．
ボローニャ大都市 2）の人口は 102 万余人に

対し，市内の企業数は約 8万 6,500 社（登録
企業数は 9万 6,000 余社）を数える．つまり，
市民 10 人にほぼ 1 社が存在する（旧コムー
ネ単位でいえば，市民 4人に 1社となる）と
いうように経済活動がきわめて活発な地であ
るが，それも 2010 年以降の経済危機で漸減
傾向にある．それを業種別にみれば，表 1の
とおり，商業がもっとも多く 24.7％，次いで
建築業 15.3％，農業・林業 10.8％，製造業
10.5％，不動産業，ホテル・レストラン等と
いうように多様な業種構成に特徴がある．こ
のうち商業は横ばいもホテル・レストランを
はじめ各種サービス業は漸増傾向にあり，サ
ービス経済化が進んでいる．また規模別では
従業員 10 人以下の小零細規模層または職人
企業が 89.5％と圧倒的で，次いで従業員 50
人以下の小規模企業が 9.7％，従業員 250 人
以下の中規模企業が 0.8％というように，大
半が小規模企業である（2015 年，CCIAA調
べ）．
ちなみに，企業の設立（登記）年をみると，

表 2のとおり，大部分が創業は戦後で，それ

も 1970 年代以降である．つまり，ボローニ
ャは小規模企業が多いという最大の理由は，
総じて企業歴が浅いことに起因している．

1-3　「サード・イタリア」と産業地区
イタリアでは中小企業あるいは職人企業が
地域的に集中立地した地域を，「産業地区」
（Distretto Industriale）と呼んでいる．戦後
久しく，「ヨーロッパの落第生」と烙印を押
されたイタリア経済が，1980年代半ばには「戦
後第二の奇跡」といわれるほどに発展を遂げ
た．その原動力となったのは，イタリア中北
部のエミリア・ロマーニャ州やトスカーナ州，
ヴェネト州を中心に中小企業群が地域的に集
積することにより，「柔軟な専門化」（flexible 
specialization）をしながら「競争と協調」
の多様なネットワークを形成し，イノベーシ
ョン力を高めたからである．その結果，これ
らの地域経済が飛躍的な発展を遂げただけで
なく，イタリア全体の経済発展にも大きく寄
与した．
この動向に最初に注目したのは，A.バニ

ャスコ（Bagnasco, A.）である．彼はイタリ
アの地域経済について，工業中心で発展の著
しい北部イタリアと対照的に，農業中心で経
済的後進地域にとどまる南部イタリアという
従来の二分法的な把握の限界を指摘したうえ
で，両者とはまったく異なる地域として，イ
タリア中北部で共生的中小企業群により発展
する地域を，「サード・イタリア」（la Tèrza 
Italia）と定義した．
産業地区の企業は総じて企業歴が浅いが，
その一方で歴史的街区を中心に，「源流は石
工職人のミケランジェロ」という中世から続
く彫金や宝飾品，皮革製品などの伝統工芸職
人，アルティジャーノ（artìgìano）の広範
な存在がある．加えてポー川沿いの肥沃な地
であるため古くから農業や畜産業が盛んで，
それもパルメザンチーズや生ハム，アペニン
山脈の麓一帯に広がるワイン生産にみられる
ように農・畜産品の加工による商業主義的複
合経営が早くから定着した．このため，地域
的に独自の経営感覚や経営手法が磨かれ蓄積
された．

表 2　ボローニャにおける企業数の推移

登記年

2013 年 12 月 31 曰現在の実数

登記されて
いる企業数

活動している
企業数

1940-1949 年 161 143

1950-1959 年 421 389

1960-1969 年 1,452 1,331

1970-1979 年 4,494 4,052

1980-1989 年 10,926 9,737

1990-1999 年 22,638 20,762

2000-2009 年 35,704 31,552

2010 年以降 20,843 18,479

合　計 96,766 86,562

出所：表 1 に同じ
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さらに，元モデナ大学教授の S.ブルスコ
（Brusco, S.）がこの地域の優位性の 1つにあ
げる，起業がしやすいという地域的条件，す
なわち戦後の労働運動の高揚期にあわせて大
企業から労働者が積極的にスピンオフし相次
ぎ起業する動きや，農民層からの事業家への
転身で，次第に産業地区が形づくられた．こ
のように産業地区は自然発生的に誕生し形成
されたのである．

1-4　パッケージング・バレー
ボローニャの産業地区としては包装機械，
農業機械，輸送用機械（オートバイ・スポー
ツカー），繊維産業，皮革産業などがある．
その典型が，パッケージング・バレーの異名
をもつ自動包装機械関連の産業集積である．
この地で最初に自動包装機械の事業をスタ
ートさせたのは，1924 年創業の ACMA社で，
その後，60 年代以降になると同社が母体企
業となり，数多くの事業家が誕生した．その
結果，事業所数は 70 年代には約 100 社に増
加し，今日では関連部品メーカーを含めると
約 300 社がボローニャの歴史的街区周辺に集
積している．またその製品の多くが特注品で，
いわば「仕立屋的ものづくり」（重森曉）と
もいえる特徴をもつ．そのうち，約 80％が
輸出されるというように高い技術力と国際競
争力をもっている．
この発生と展開のメカニズムについては，
稲垣京輔が『イタリアの起業家ネットワーク』
（2003 年）で詳細に分析している．すなわち，
稲垣は，1つの企業を出発点にスピンオフが
連続的に起こり，いわば樹形図状に企業が誕
生する現象を「スピンオフ連鎖」と呼んだ．
つまり，スピンオフ連鎖とは知識やイノベー
ションの連鎖にとどまらず，企業家のネット
ワークが蓄積されることによって，さらなる
スピンオフをうながし集積が進むことを意味
している．
産地における各企業の経営戦略は，「ニッ
チなマーケットで最大シェアをめざす」のが
共通の目標である．そのため自らの経験を活
かしながら，食品や化粧品，医薬品等にかか
わる得意の包装機械分野で「柔軟な専門化」

を追求した．これによって協力部品メーカー
を含め共倒れを未然に防ぐとともに，産地と
しては多様な業種構成に結実した．そして企
業間で絶えず切磋琢磨しつつ，それを基盤に
多様でフレキシブルな「競争と協調」のネッ
トワークが形成された．
この種の機械における競争優位はメンテナ
ンスを含めたアフター・サービスが決定的に
重要となるため，リーダー企業ないしはアッ
センブル企業と部品メーカーである協力企業
との間では日常的な連携が不可欠となる．た
とえば，紙巻きたばこの包装機械では世界シ
ェアの約 50％を占める G.D.社は，協力企業
がボローニャ周辺に約 100 社あるが，この間，
生産を海外に移す一方で海外から部品調達を
おこなうグローバル経営を進めた．しかし最
近ではそれを見直しているとのこと．その理
由は顧客のさまざまな要望にすばやく応え高
品位な製品をつくるうえで，ボローニャにお
ける協力企業との近接性や継続取引による優
位性をあらためて認識したからという．

1-5　  社会的インフラストラクチャーとして
のCNA

こうした産業地区の誕生から今日に至るま
で，多様な形で全面支援したのが業者団体
CNA（Confederazione Nazionale dell' 
Artigianato e del la Piccola e Media 
Impresa：全国職人業中小企業連合）である．
その意味では，CNAは産業地区の中小企業
や職人企業にとっては社会的インフラストラ
クチャー（以下，単にインフラという）とい
える存在である．

CNAボローニャ本部は CNAのなかでも
最大の組織で，2015 年末時点では 1万 2,115
社（内，職人企業の組織率は 36％）組織し
ている．その会員企業の年間総売上高は，52
億 4,100 万ユーロに達する．それを約 550 人
のスタッフ（内，女性が 80 数％を占める）
が日常的にケアしている．また CNAは非営
利の民間団体にすぎないが，各級行政機関と
の緊密な関係はもとより，ボローニャ商工会
議所との関係も良好で，ここ 20 年来の会議
所会頭は CNA出身者である．
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ちなみに，CNAの具体的な企業サポート
の概略を列記すれば，次のとおりである．
CNAがもっとも重視するのがベーシックな
会員サービスである，①会員企業を対象とし
た会計サービスと税務処理サービスで，
5,600 社の会員企業の経理と延べで 28,000 人
の給与管理をおこなっている（1社あたり平
均 5人）．②資金繰りにかんしては銀行から
低利で借りるために信用保証をおこない，レ
ート・期間，返済の繰り延べなどの交渉を代
行する一方で，公的機関の融資制度などの利
用を斡旋している．そして，③技術力アップ
や人材養成については傘下の ECIPARで人
材養成をおこないつつ，大学や公的研究機関
との産学連携にとりくんでいる．これ以外に
も，④工場用地を確保するための土地の共同
購入や，⑤原材料をより安価で仕入れるため
の「購入同盟」，⑥大企業に伍しての競争を
可能とするための「販売同盟」など，必要に
応じて会員企業を組織している．
また最近，殊のほか重視しているのが国際
化への対応である．具体的には，①最適な国
際化戦略のための基本的なガイドラインを設
定するとともに，②世界市場へのアクセス・
ツールとして産業別コンソルツィオ
（consòrzio）を組織し，③市場調査，製品調
査からパートナーとなる外国企業の研究，展
示会，品質保証，輸出入にかんする法的な問
題を含むいっさいのコンサルタント業務，④
展示会，国際見本市等にかかわる情報提供と
参加費用の引き下げ交渉，⑤輸出入に際して
の契約書類の翻訳や商談時の通訳サービス，
⑥製品のブランド化とそのブランドや商標お
よび特許の保護など，その内容は実に多岐に
わたっている．

1-6　分権改革と地域産業政策
ボローニャおよびエミリア・ロマーニャ州
の経済発展をうながした，いまひとつの要因
にイタリアにおける分権改革の動きがある．
エミリア・ロマーニャ州の産業政策は，
1975 年に「州確立・分権化法」（法 382 号）
および 77 年の「権限委譲令」（政令 616 号）
が施行されたのを契機に，それ以降，本格化

した．すなわち，それまで国による小企業政
策を中心的に担ってきた ENAPI（全国職人
業・小企業公社）が 1977 年～ 78 年に解体さ
れ，その大半が州に移管された．その際，「他
の州においてはその活動の中心は，中小企業
にたいする融資におかれた」（重森曉）．これ
に対し，エミリア・ロマーニャ州では，「州
は地域にとっての戦略的リーダー」との基本
認識のもとに，州の発展にとって産業振興が
不可欠との考えから，①地域固有のニーズや
問題点を把握したうえで産業政策のスキーム
とフレームワークを作成し，②輸出をうなが
すために欧州随一の国際見本市会場フィエラ
（Fiera）をはじめ，③情報通信網の整備（こ
の施策は「リアルサービス」（servizi reali）
と呼ばれた）や高速道路建設など産業インフ
ラの整備，④新技術や製品開発支援，⑤若者
対策（失業対策を兼ねる）としての創業支援，
⑥公害対策など生産環境の改善など，その内
容は総合的でかつ多方面にわたった．
そして実施機関としては，1974 年に設立

された ERVET（地域経済活性化機構）をそ
の中核に位置づけるとともに，ERVETシス
テムを構築した．具体的には ERVET傘下に
先端分野の技術開発を進めるために ASTER
（州技術開発機構）を設置した．既存の産業
部門に対しては，繊維，セラミック，機械，
建設，皮革等の各部門に技術開発・情報セン
ターを配置し，地域別・業種別の支援サービ
スを可能とした．このように ERVETおよび
ERVETシステムは分権改革を象徴する組織
といえるが，その後の評価は必ずしも芳しく
なく，「あまり機能しなかった」という辛辣
な見解も存在した．しかし，この点について
は，その後の地域的な経済発展の経緯等と照
応すれば，一定程度は機能したとみるのが妥
当な見方であろう．
またエミリア・ロマーニャ州の産業政策を
展開するうえで，産業地区をとりわけ重視し
た．しかし，1990 年代に入るとグローバリ
ゼイションの進展にともない産業地区が複数
県に拡大発展するとともに，企業間をめぐる
取引関係や競争関係も産地内に止まらず，
EU全体におよぶというように広域化した．
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こうした構造変化にともない州の対応も変更
を余儀なくされ，今日では施策対象としての
産業地区は認識外の存在と化し，その地位は
「産業クラスター」（Porter, M.E.）にとって
代わられた．

1-7　産業政策上の現状と課題
ボローニャおよびエミリア地域は，2008

年の世界的な経済危機に引き続く，10 年か
らのユーロ危機による信用収縮と財政危機，
さらには 12 年 5 月のボローニャ市北西 36 キ
ロメートル地点を震源とする，「200年に 1度」
という大地震により多くの工場が倒壊する罹
災で，いわば 3重苦に直面した．その後も最
悪期は脱したものの，依然きびしい経済環境
が続いている．
この経済危機にかかわり，企業経営者や職
人たちからは異口同音に，「この数年，経済
危機で多くの企業が倒産した」「経営が続か
ず，何人もの仲間が廃業した」（2014 年 2 月）
とのきびしい認識が寄せられた．この状況は
これまで盤石を誇った CNAも例外でなく，
倒産や廃業した会員の企業数が 2015 年には
約 300 社にのぼった（会員企業の倒産・廃業
がもっとも多かった年は，13 年で実に約 500
社にのぼったという）．またこれ以降も，経
営者の高齢化と後継者問題もあわさり引き続
き強まる廃業の動きに対しては，CNAは経
営資源や資産が残っているうちに代替の経営
者に経営を斡旋し，企業の存続と従業員の雇
用継続を図るという事業継承対策（事業譲渡
M&Aを含む）に力を入れている．
一方，こうした状況変化に対するエミリア・

ロマーニャ州の認識と対応は，①国際化，②
イノベーション，③雇用促進・人材育成，の
3点に集約される．そしてこのいずれの課題
も，州産業開発局の管轄である．しかしその
体制は非正規の嘱託職員を含め職員数は総勢
で約 150 人であり，この 10 数年間は新規採
用がなく漸減傾向にある．また財政面にかん
しては，中央政府では財政赤字の削減が至上
命題となっている関係から支援が期待できな
いため，財源はいきおい EU資金（復興基金
や地域構造基金等）に頼らざるをえない現実

がある．さらに緊急課題として，この間の大
震災と洪水という自然災害への対策が優先し
た．このため，ボローニャ大学のカペッキ
（Capecchi, V.）教授も，「州はこの 2 年間，
災害への緊急対策に終始し，他は何もしなか
った」（2014 年 2 月）と環境変化への対応の
遅れを指摘した．
こうしたもとでも一定前進したのが，第 1
課題に掲げる「国際化への対応」である．こ
の課題は，この地域の政権与党である民主党
も政策の筆頭にあげているように，最近の雇
用・失業問題とも関連し殊のほか重要性が高
まっている．そこで，この間，州をあげて外
国からの直接投資を呼びかけた結果，世界最
大のたばこ会社（Philip Morris）やドイツの
自動車メーカー・VWグループ（Audi）が工
場進出した．サービス分野では AMAZONが
ヨーロッパ随一の集配センターを設置し，日
本のホンダやヤマハも販売センターを新たに
進出するなど，外国資本や域外資本の進出は
200 件を超え，トータルで 2 万 1,000 人にも
のぼる雇用創出が図られた．こうした成果が
地域における今回の経済危機の顕在化を一定
緩和したのは確かである．
第 2の課題である「イノベーション」にか
んしては，この地域の企業の大半が中小企業
であるが，優秀な中小企業も数多く存在する．
そのため先端技術やイノベーションに対する
関心は総じて高い．とはいえ，昨今の情報通
信分野を中心とした 5G（Generation）や人
工知能 AI（Artificial Intelligence）をはじ
め情報関連技術の急激な変化に対し，中小企
業が単独で立ちむかうには相当な困難があ
る．そこで期待されるのが，ASTERである．
当初，ASTERは ERVET傘下の 1組織にす
ぎなかったが，1990 年代後半からは技術開
発に対する重要性があらためて認識され，半
官半民の独立機関となった．しかし州全体と
して先端技術分野とくに情報技術への対応の
遅れが顕在化しつつあるもとで，2014 年春
には技術開発や技術移転の迅速化とともに州
の産業政策との緊密性や連動性を高めるため
に，ASTERは州の直属機関に再編され，同
時に ERVETと同格に位置づけられた．
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具体的には，ASTERは州内に存在する 6
つの国立大学と 4つ公的研究機関，それに情
報技術やナノテクノロジー，バイオ技術など
の先端技術分野を中心に，州内に存在する公
的機関はもとより民間の企業内研究者や技術
者を含む，延べ 2万 3,100 人をネットワーク
している．そしてそれをベースに農業食品，
エネルギーと環境，生命科学，デザイン等の
6分野で，①大学・研究機関と企業をコラボ
レートする，②大学と自治体，企業との間で
産官学連携を推進する，③各企業間で技術開
発・技術移転のためのコンソーシアムを編成
するなど，技術開発や技術移転を進めるプラ
ットフォームであると同時に触媒の役割を担
っている．2014 年 2 月現在，ASTERで進行
中のプロジェクトは総数で 1,547 件にのぼ
る．また若手研究者のスキルアップを図りな
がら企業との雇用契約をめざすプロジェクト
では，1,000 人を超える新規雇用が実現した．

同時に彼らに起業をうながした結果，起業件
数は 13 年末で 124 件，延べ件数ではすでに
500 件を超えているとのこと．

1-8　地域社会の劇的変容
そして，第 3の課題が「雇用・失業対策」
である．従来，この地域の雇用に関連する行
政課題としては，対中小企業むけの人手不足
に対応する人材確保や人材養成を進める教育
内容や職業訓練のあり方等がその主なもの
で，失業問題が浮上することはほとんどなか
った．
それが 2010 年以降の経済危機で一変し，
表 3にあるように，ボローニャおよびエミリ
ア・ロマーニャ州の失業率は経済危機以前で
は 2%台とほぼ完全雇用状態であったが，こ
れを契機にイタリア南部地域ほどではないも
のの，他の中北部地域とさほど変わらないレ
ベルにまで悪化した．その結果，雇用センタ

表 3　イタリアにおける地域別失業率の推移（％）
地域（州・都市） 2007 年 2009 年 2011 年 2013 年 2015 年 2017 年 2019 年

ビエモンテ州 4.2 6.8 7.6 10.5 10.2 9.1 7.6

　トリノ 5.6 9.4 9.8 12.9 11.9 9.4 7.6

ロンバルディア州 3.4 5.3 5.7 8.0 7.9 6.4 5.6

　ミラノ 5.8 7.8 7.7 8.4 8.0 6.5 5.9

ヴェネト州 3.4 4.7 4.9 7.6 7.1 6.3 5.6

　ヴェネツィア 3.0 5.5 5.3 8.9 7.1 4.8 6.1

エミリア・ロマーニャ州 2.8 4.7 5.2 8.4 7.7 6.6 5.5

　ボローニャ 2.4 3.4 4.7 8.2 7.2 5.1 4.4

トスカーナ州 4.4 5.8 6.3 8.7 9.2 8.6 6.7

　フィレンチェ 3.6 5.0 5.9 8.1 7.7 6.8 6.2

ラッツォ州 6.4 8.4 8.7 12.0 11.8 10.7 9.9

　ローマ 5.8 8.0 8.4 11.0 10.7 9.5 9.1

カンパ－ニア州 11.2 12.9 15.4 21.5 19.8 20.9 20.0

　ナポリ 12.4 14.5 17.6 25.7 22.1 23.4 23.3

シチリア州 12.9 13.8 14.3 21.0 21.4 21.5 20.0

イタリア（全国平均） 6.1 7.7 8.9 12.1 11.9 11.2 10.0

出所：ISTAT 調べ
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ーでは，求職者の登録人数が最悪期の 13 年
には 4万人台から 9 万 3,000 人に急増し，以
後，数年間は毎年新規登録者数が 3万人を超
えたとのこと．おまけに，そのうち 3人に 1
人が外国人というかつてない状況の出現で，
当時，現場は「パニック状態に陥った」とい
う．
この失業率上昇の原因は，一方の当事者は
若者であるが，もう一方は移民である．その
外国人の急増ぶりは，図 1が示すとおり，一
目瞭然である．そしてこの傾向が今後とも続
き，2020 年には全市民の約 3 分の 2 を占め
る「0 歳～ 40 歳未満層」では，外国人が
30％近くになるといわれるように，増え続け
る外国人問題がこの地域をめぐる最大の課題
の 1つとなっている．
加えて，この問題は EU各国と同様に外国
人の急増が地域における失業者の増加，失業
者の増加が犯罪の増加，そして治安の悪化と
いう「負の連鎖」に陥ることである．この現
実の一端は，さっそく「都市ランキング」に
もあらわれている．すなわち，2020 年『生

活の質調査』（各種指標にもとづき，イタリ
ア全 107 県中の順位をあらわす）では，ボロ
ーニャは総合順位で久し振りにトップの座に
返り咲いた（ちなみに，昨年は第 14 位で，
第 1位はミラノであった）．この躍進の要因
は，エミリア・ロマーニャ州の医療水準はこ
の間の州独自の施策により，とりわけボロー
ニャのそれはイタリア随一と評されている
が，このことが今回の新型コロナ禍のパンデ
ミックに際し，市民の生命と健康を守るうえ
で功を奏したのである．それは部門別の順位
でも顕著で，「生活水準」が第 1位，「環境と
サービス」が第 2位である．しかしこうした
分野における昨年までとは一変した高評価と
は対照的に，「治安と安全」にかんしては昨
年と同様に第 105 位と最下位層にランクされ
ている．このことはボローニャという地名が，
かつては「安全の代名詞」とまでいわれたこ
とが遠い過去となったことを端的に物語って
いる．
こうした生活上における安全面を中心とし
た地域の劇的な変容に対して，1960 年にイ

図 1　エミリア・ロマーニャ州における年齢階層別外国人比率の推移

注）2020 年については、低めの予想値（左）と中間の予想値（右）
出所：ERVET 調べ
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タリアで最初に「地区評議会」（CdQ）3）と
いう住民参加制度を発足させ，革新性と一体
性を誇ったボローニャ市民の認識なり対応に
変化があるか，といえば，現実はノーである．
そればかりか，「地区評議会」の形骸化は甚
だしく，多くの市民にとってはもはや忘れら
れた存在と化している．このように，いま，
ボローニャは歴史的な転換点にあることはま
ぎれもない事実である．

2　  ボローニャ経済の構造的特徴とその
競争優位および持続可能性

2-1　ポスト・フォーディズムのモデル都市
20 世紀初頭にアメリカで完成をみた，大
企業を主体とした大量生産・大量消費システ
ム，すなわちフォーディズム（Fordism）が
戦後，世界的な広がりによって世界経済は飛
躍的な発展を遂げた．しかしそれが 1980 年
代に入り，資源エネルギー問題や地球環境問
題などの顕在化を契機に，生産システムのあ
り方自体が問われるようになる．こうした状
況変化にともない大量生産システムのオルタ
ーナティブな 1つとして，中小企業が地域的
に集積することで可能となる多品種少量型の
生産システム，つまり産業集積のもたらす競
争優位が世界的な関心を呼ぶようになった．
その直接の契機は，前述のとおり，ピオリ，
セーブルによる『産業の第二分水嶺』である．
彼らは，現代の象徴としての大企業による大
量生産体制の行き詰まりに対し，それを超克
する 1つとして，中小企業が地域的に集積し
「柔軟な専門化」を進める一方で，「競争と協
調」のネットワークによりイノベーション力
を高め発展する，「サード・イタリア」を高
く評価した．これ以降，「サード・イタリア」
はポスト・フォーディズム（脱大量生産・大
量消費システム）のモデルに位置づけられ，
その行方が世界的に関心を集めるところとな
る．
それでは，このボローニャの産業地区と，
日本の産業集積は何が違うのであろうか．そ
の第 1は，先にみたとおり彫金や宝飾品，皮

革製品など伝統的なものづくりを担う伝統工
芸職人，アルティジャーノの広範な存在や職
人企業が多いという一面は，日本の代表的な
産業集積の 1つである地場産業と類似してい
る．しかし，ボローニャの産業地区を構成す
る企業の大半は創業が戦後である．他方，日
本の地場産業は，100 年を超える伝統工芸を
ベースに単一の業種で構成されている点で似
て非なる関係である．第 2は，ボローニャは
業種構成が多様でかつ機械金属関連の製造業
産業が多く，産地内分業が進んでいるという
点では，むしろ東京や大阪などの大都市型集
積と類似しているといえよう．そして第3は，
日本の都市型集積との決定的な違いとして，
日本の場合，大企業システムが貫徹している
ため，自立型企業が少なく，集積内の企業間
関係においても下請け分業構造が支配的で，
そこでの競争も，品質をめぐる競争以上に近
視眼的な部品単価や加工賃をめぐる「際限な
き価格競争」に陥りがちである．これに対し，
ボローニャの産業地区内に存在する「熾烈な
競争」は，どこまでも製品の品質改良とイノ
ベーションによる差別化をめぐってのもので
ある．
さらに，「協調」という点ではその多くが
中小企業同士であり，おのずと経営資源にか
ぎりがあるため，重要な注文を受注した場合
や短期間での仕上げが求められる場合，ある
いは自らの生産能力を超えて受注した場合な
どは積極的に域内企業と協力，協働する．こ
のように相互信頼と互恵を基盤とした「競争
と協調」のネットワークこそが，「サード・
イタリア」における産業地区の競争優位の源
泉なのである．

2-2　マーシャル型集積と「エミリア・モデル」
それでは，なぜ，この相互補完的な企業間
関係がこの地域で常態化したのであろうか．
そのまえに，産業地区とは何かを，いま一度
整理することにしよう．
産業地区という概念を最初にとりあげたの
は，いうまでもなく，A.マーシャル（Marshall, 
A.）である．
このマーシャルの概念を現代的に蘇生し，
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イタリア中北部の共生的中小企業群にはじめ
て適用したのは，G. ベカッティーニィ
（Becattini, G.）である．彼は産業地区を，「自
然的で歴史的に形成された社会的な地域単位
であり，それは企業集団とコミュニティのい
きいきと共存する関係」と定義した．そして
そうしたもとで形成された企業間の柔軟でか
つ濃密なネットワークが，産地内ではいわば
内部経済として機能し，それが技術革新や国
際競争力の強化，ひいては産業地区全体の発
展に結びついたと結論づけた．
これに対して，S.ブルスコは，1970 年代

の経済危機の際，エミリア地域の企業間に存
在する強い仲間意識やフレキシブルな対応に
着目するなかで，G.ベカッティーニィのい
うマーシャル型集積論では必ずしもとらえき
れない，伝統的気風や文化といったこの地域
特有の社会経済構造にその基盤を見出したの
である．すなわち，ブルスコは，産業地区が
発展をみた背景には経済的要因にとどまら
ず，濃密な人と人との繋がりや日常的な助け
合いという信頼の醸成による取引費用の低減
等に加えて，「勤勉に労働し，自らと他人を
あざむかない」とする高い勤勉性や倫理観な
ど，田中夏子のいう，「社会的・文化的土壌」
にその要因を見出すのである．そして，それ
を「エミリア・モデル」と命名した．
とはいえ，このモデルという意味は，彼の
弟子で現在，ERVETの代表を勤める L,リ
ゲッティ氏によれば，「完成形として他地域
にも移植できるという意味でのモデルではな
く，むしろその逆」という．つまり，サルデ
ーニャ島出身のブルスコにとっては，この地
域特有の社会的文化的土壌を「エミリアらし
さ」（Modèllo di Emilia）と表現したにすぎ
ず，以下にみるように，実態に即していえば，
あらためて「エミリア精神」と言い換えた方
がより正確であろう．

2-3　  「エミリア精神」―「競争と協調」の社
会的・文化的背景

それでは，なぜ，この地域で「競争と協調」
を基軸とした相互補完的な企業間関係が常態
化ないしは定着したのであろうか．これには

大きく分けて 3つの要因が考えられる．
第 1は歴史的要因として，中世から続くボ
ローニャ特有の農業生産形態のなかにある．
つまり，この地域はイタリアで一般的であっ
た大土地所有制のもとでの小作農（農奴制）
という雇用労働形態とは異なり，折半分益小
作農制（mezzadrìa）といわれた．その理由は，
V.カペッキも指摘するように，ボローニャは
12 世紀はじめからローマ教皇嶺であった関
係上（そもそも州名 Emilia-Romagnaの
Romagnaとは，ローマ教皇の領土を指す），
農民は管理地を自主的に経営し，その生産物
ないしは収益の一定割合を教会に献品献納す
ればよかった．したがって，農民の自由度が
当初から高く生産面での創意工夫はもとよ
り，農・畜産品を加工販売するという商業主
義的な複合経営が早くから一般化した．同時
にその際，キリスト教精神の神髄であるアガ
ペー（隣人愛や無償の愛）の体現として日常
的な協力や助け合い，すなわち「技術相談や
開発協議，さらには設備機材や倉庫等の貸し
借りまで」（重森曉）がごく自然におこなわ
れた．
こうした関係が累々と続くなかで，戦後の
イタリアにおける第 2次産業化による工業部
門の急速な発展と 1947 年の農地改革があわ
さり，この地域の農民層からも事業家に転じ
る人たちが相次いだ．その際，起業時のさま
ざまな支援はもちろん，その後の産地内の企
業間で，一方では激しく競争をしつつも他方
では緊密に協力協働するという，一見矛盾す
る関係も自然に定着した．つまり産地内の企
業間において，「競争と協調」の関係が常態
化し定着した底流には，企業経営の場におい
ても，分益小作農時代から培われたキリスト
教精神であるアガペーが引き継がれ広範囲に
存在したからである．
たとえば，今回の経済危機に際して多くの
企業が倒産をまぬがれたのは，企業間に存在
する企業連合体，コンソルツィオを利用でき
たからという．ここでいうコンソルツィオの
実態は不明だが，その多くは数社から数 10
社単位で日頃から利益の一部を共通の基金と
してプールし，今回のような危機に際しては
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それを取り崩し相互に助け合っているとい
う．要するに彼らのいうコンソルツィオとは
企業間における無形のインフォーマルな組織
で，かつて日本にも広く存在した無尽講に類
似したものと考えても，さほどまちがいでは
なかろう．
第 2の要因として企業家精神をもつ人材の
育成という点では，地域における共通インフ
ラとして重要な地位を占めたのが，アルディ
ーニ・ヴァレリアーニ工業専門学校の存在で
ある．2人のボローニャ大学元教授の名前を
冠した同校は，1844 年に彼らの私財をもと
に設立された．以来，技術技能の実習を通じ
て人材養成を図ることが貫かれた．そのため，
ボローニャにおいて戦前，戦後を問わず，金
属機械関連企業を創業した事業家の多くが同
校の卒業生であったというように，優秀な技
術者や事業家を多数輩出した．
また前述の包装機械産地において，ACMA
社からスピンオフした多くが同校の出身者で
あったという関係は，彼らが単に旧職場の仲
間，アミーゴ（amìco）というだけでなく，
学生時代の級友であり同窓生，コンパーノ
（compagno）でもあった．こうした濃密な人
間関係，つまりこの人脈が産地内における「競
争と協調」の関係を構築するうえでも大いに
寄与したことは想像に難くない．それは
2000 年代のはじめまで同校では夕方から夜
間にかけて，または週末には卒業生の技術者
が集まり，相互に研鑽工夫する自主的な研究
会が頻繁におこなわれていたことに端的に示
されよう．
そして第 3の要因としては，この地域にお
ける名実ともに社会的インフラといってよい
のが，前述の業者団体 CNAの存在である．

CNAは 1945 年，第二次世界大戦でイタリ
ア解放の 2日後，3人のパルチザン勇士によ
ってボローニャで産声をあげた．そして戦後
の労働運動の高揚とあいまって，大企業労働
者のスピンオフを労働組合（CGIL）が積極
的に支援し，起業後をサポートしたのが
CNAである．つまり，CGILと CNAの関係
は当初から協力共同の関係でかつ相互補完関
係にあり，まさに「政治的共同体（Political 

community）」（Capecchi, V.）といえるもの
である．したがって産地内の経営者の多くが
思想的には保守的ではなく，むしろ革新的で
ある理由に，労働組合時代に培った民主主義
やマルクス主義に対するシンパシーがある．
そしてそれが産地内での強固な仲間意識に結
実したのである．
以上のとおり，産業地区の企業間において，
かかる要因が多段階で折り重なり陰に陽に機
能することによって，本来，熾烈な競争と協
力協働するという相矛盾する関係であって
も，ごく自然に常態化し定着したのである．
いいかえれば，この関係は長年にわたり培わ
れたこの地域ならではの企業文化の表出であ
り，思想的にはキリスト教と民主主義・マル
クス主義が共存・融合するという「奇跡」の
あらわれでもある．すなわち，このことはボ
ローニャならではの，「産業的雰囲気
（Industrial Atmosphere）」（Marshall, A.）
が醸成されたからに他ならず，実はこれこそ
が，「エミリア精神」の内実なのである．
ところで，ボローニャは第二次世界大戦中
ファシズムに対するレジスタンスがもっとも
激しかった地域で，現在も旧市街の中心に位
置する，マッジョーレ広場に面した市庁舎の
壁にはパルチザンの犠牲者 2,052 人の名前と
写真が掲示されている．この反ファシズムの
闘いを通じて醸成された，ボローニャ市民な
らではの「抵抗の精神」と「ともに戦った」
という強固な仲間意識は，まさにその墓標に，
「ボローニャは，崇高に戦ったかれらを忘れ
ない」と記されているとおり，戦後もこの地
域特有の気質や絆として今日まで連綿と受け
継がれてきた．それを象徴するのが，エミリ
ア・ロマーニャ州における各級の政治状況で，
当時，この闘いの中核を担った左翼勢力が，
ボローニャ市長の一期（1999 年～ 2004 年）
を除き，戦後ほぼ一貫して多数派を形成し，
政権を担っている．その中心は民主党（かつ
ての共産党）で，現在でも各級議員の約 40 
%を占め，「政治的ヘゲモニー」（Gramsci, 
A.）を保持している．このため州だけでなく，
各級行政機関においても職人業と中小企業を
重視する姿勢が貫かれた．このことも，産業
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地区発展の要因の 1つにあげられよう．
要するに，エミリア地域の産業地区が発展
をみたのは，上記のとおり，歴史的に形成さ
れたこの地域特有の社会的文化的風土と化し
た「産業的雰囲気」と広範なボローニャ市民
が共有するこの地域特有の気質と絆，すなわ
ち，「エミリア精神」の存在こそが産業地区
発展の最大の要因なのである．

2-4　錯綜する国際化の光と影
とはいえ，今日，世界大で進むグローバル
経済化と知識経済化のもとで，地域経済のあ
り方をめぐって理想郷などないことはあらた
めていうまでもなかろう．この点では，ボロ
ーニャももとよりその例外ではなく，また一
部でいわれるような「創造都市」（その文化
的側面はともかく，概念自体がきわめて不明
確である）の典型でもない．しかしその一方
で，「サスティナブル・シティとしてもっと
も注目される都市」（宮本憲一）にふさわしく，
さまざまな困難を内包しつつも，以下のとお
り，新たな発展の可能性も確認できるのであ
る．
その第 1は，地域の地理的空間的条件にか
かわって，この間の外国資本の相次ぐ進出が
示すとおり，ボローニャの競争優位性は薄ま
るどころか，いっそう高まっている．たとえ
ば，Philip Morrisによる新工場の建設に際
し，州の副知事が「（ボローニャは）もっと
も重要なヨーロッパの他地域と比較しても競
争力と魅力があることを実証した」と自画自
賛したが，Philip Morrisにとってもボロー
ニャには世界で唯一の包装機械産地が形成さ
れているため，新製品の開発に際し，G.D.社
をはじめ自動包装機械メーカーとの face to 
faceによる緊密な連携が可能となる．同様に
VWグループ（Audi）にとっては，Ferrari
やMaseratti，Paganiなど世界に名だたる
最高級スポーツカー・メーカーがボローニャ
周辺に存在するため，車のデザインや性能に
かんする最新の情報入手が容易なだけでな
く，世界最高水準での競争環境は世界的企業
としてグローバル競争に打ち勝つ企業体質に
鍛えるうえからも格好の条件となろう．また，

AMAZONにいたっては，ボローニャがロー
マ時代から交通の要衝という地理的条件をス
トレートに活かせる．このようにエミリア・
ロマーニャ州と ERVET が展開する国際化戦
略は，その自然的地理的条件や地域的経営資
源を考慮したもので，単なる外来型開発でそ
の地域の未来を外部資本に委ねるといった安
易な選択とは一線を画するものという評価も
できなくはなかろう．
しかし，最近，資本のグローバル化の進展
にともない進出企業の 1 つである VWグル
ープが，1998 年にはこの地域の最高級スポ
ーツカー・メーカー Lamborghiniを，2012
年には老舗のオートバイ・メーカー Ducati
をそれぞれ傘下に入れるなどの動きが表面化
した．他にも外国資本による地元企業に対す
る経営参加や子会社化の動きもあるが，こう
した動向に対して州および ERVETのスタン
スは，個別の資本関係の問題よりも地域の雇
用維持ないしは雇用確保を図ることに政策の
力点をおいている．こうした州と ERVETの
認識なり対応について，地域の政権党である
民主党も，「地域におけるヘゲモニーを保持
するかぎり問題はない」と，むしろ積極的に
支持している．すなわち，上記のような外国
資本と地元資本との緊張関係の出現に対し
て，州が引き続き最重要課題と位置づける，
地域の雇用環境や雇用維持を効果的に進める
うえからも，外資をはじめ進出企業に対し，
州や ERVETが，今後ともどこまでイニシャ
ティブを発揮・継続できるかという新たな課
題が浮上しているのである．
その一方で，これまで州の産業政策の実現
にむけ，有力なパートナーの一翼を担ってき
た CNA の評価は，「こうした動きは，州に
よる外資中心の企業誘致策とともに中堅企業
の育成を図る一方で，事実上，小企業を切り
捨てる政策に転換した必然の結果だ」という
きびしい認識を示している．この背景には，
図 2にあるとおり，1990 年代から 2000 年代
にかけて顕在化した州レベルにおける中小企
業をめぐる 2 極化の進展がある．同時に
CNAは州の企業誘致を柱とする今後の雇用
政策の行方についても懐疑的な見方をしてい
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る．
他方，産地内企業の国際化にかんしては，
州内の主要な産業地区の 1つであるサッスォ
ーロ（Sassuolo）を中心に形成されたセラミ
ックタイル産地の大手企業のなかには引き続
き工場の一部を海外に移転する動きが続いて
いる．また逆の動きとしては，先にみた自動
包装機械大手の G.D.社にみられるように協
力企業との緊密な関係，つまり集積による地
域的優位性を再評価することにより生産拠点
を国内回帰させ，協力企業との日常的な連携
の再構築を図るケースもうまれている．
さらに，CNAも会員企業の海外展開につ
いては積極的に後押しするが，それは経営上，
国内市場のみに依存する場合の景気変動リス
クに対して，海外での仕事の確保や販路の開
拓によって景気に左右されない強い企業体質
に変えることを主目的とする．その代表格と
しての DI.CO.サービス社は，CNA 会員同
士でかつ仕事仲間である機械部品メーカー
10社（いずれも従業員10人前後の小企業）と，
資本の持ち合い（出資比率は 50％対 50％と
対等）をしながらグループ化した．つまり，
個別企業としての自由度は担保しつつ，同時
に産地内のフレキシブルなネットワーク構造
を恒久的に組織し，内部化した．この
DI.CO.サービス社は，同じ形態のグループ
企業を数年前，EU内でも最貧国といわれる
ルーマニアで現地企業とともにたちあげた．
その発端は現地の地方政府と企業の要請に応
えた形ではあるが，これによって幅広い仕事
の確保と仕事の難易度によるすみ分けが可能

となり，図らずも DI.CO.サービス社本体の
体質強化が実現したと，グループ責任者の
V.グランディ氏は自己評価している．
加えて，国際化による最大かつ喫緊の課題
として，前述の移民・難民を中心とした外国
人の急増問題とともに，この間，幾分好転し
たとはいえ依然として深刻な雇用・失業問題
がある．そしてこの課題への対応いかんによ
っては，地域内での経済格差の固定化につな
がり，長年かけて築きあげた自治基盤として
の市民的一体性が揺らぐ危険性を秘めてい
る．とはいえ，他に比類なき結節点としての
「エミリア精神」は厳然と存在するばかりか，
反ファシズムの闘いで培ったこの地域特有の
革新的気質や強固な絆，さらには市民のくら
しや営業を守るための消費生活協同組合や障
害者協同組合などの社会的協同組合，労働組
合（CGIL），CNAなどによる「政治的共同体」
は，その一部に足並みの乱れが見えつつも依
然，地域的には相互に補完し合いながら強い
影響力を維持している．

2-5　  オペラを軸に創造性をはぐくむ内発型
のとりくみ

第 2は，現在，エミリア・ロマーニャ州は
スローガンとして，州全域で「イノベーショ
ンと創造性」（Innovation & Creativity）を
高めるために，「学習地域」（Learning 
Region）をめざすとしている．そしてこの方
向を高度先端技術にかかわる戦略拠点である
ASTERを通じて，州全域の人的資源を網羅
的にネットワークし，関連する研究機関や公
的資金等をコラボレートすることで，前述の
とおり，一定の成果をあげつつある．
ちなみに，この背後にある考えは，欧米の
経済地理学における地域的な人的資源や制度
と「イノベーションと創造性」等の関係性に
着目した，「ローカル・ミリュ」論（Camagni, 
R.）や「地域イノベーションシステム」論
（Cooke, P.），「学習地域」論（Florida, R.）
などと相通じるものであろう．
一方，職人企業が中心のクラフト型産地に
おいては職人の高齢化とともに量的減少が進
んでいるが，宝飾品や皮革製品など高い熟練

図 2　  Emilia-Romagna 州における製造業の規模別
変化 （1991 年～ 2001 年）

〔出所〕図 1と同じ
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度による伝統的ものづくりは依然健在であ
る．同時にその職人技と機械産業の特殊技術
が一体となり，超音波測定器や医療機器，高
齢者や障害者用の精巧な義足等福祉機器の開
発など新分野である医療福祉関連産業が発展
しつつある．また，「芸術都市ボローニャ」
にふさわしく，地域に残る文化的，芸術的ス
トックと職人のノウハウがコラボレートし映
像芸術分野などで新しい産業も誕生してい
る．その典型がチネテカ（Cinetèca di 
Bologna）で，映像の修復センターを中心に
映画館や図書館からボローニャ大学映画学科
まで併設した，いわば「映像芸術文化クラス
ター」を形成している．あわせて世界のイラ
ストレーターにとって登竜門として知られる
「国際児童書見本市」が毎年開催される都市
にふさわしく，歴史的街区を中心に空き店舗
や倉庫跡を利用する国内外の若手デザイナー
や情報関連を中心としたクリエーターが集結
し，EUでも有数のデザイン力と開発力，発
信力を誇る地域となりつつある．こうした動
きに呼応してファッションや皮革製品など地
域内の消費財関連企業も彼らとの連携を通じ
てデザイン機能の強化を図り，ボローニャな
らではの魅力的な製品開発にむけたとりくみ
を強めている．
以上のような内発型の発展動向について，

V.カペッキは，「都市がサブ・システムとなり，
都市に存在するさまざまなエレメントを結合
し，新しい創造型産業がうまれている」と高
く評価する．このような動向は産地周辺にも
広がり，たとえば輸送用機械産地の外縁にで
きた「F1（Formula One）エンジン・クラ
スター」では，特殊で高度な技術者の集結と
専門特殊な機材を地域的に共有することで，
新型エンジンの開発にとどまらず，車体の製
造過程での特殊な性能検査サービスなどが可
能となり，加えてオックスフォード大学によ
る技術支援等もあわさり，ダイムラーやルノ
ー，Ferrariなど世界の一流自動車メーカー
がこぞってこのサービスを利用する状況がう
まれている．
さらに，こうした動きを促進するいま 1つ
の背景に，ボローニャの都市としての魅力，

つまり，「容器」（宮本憲一）それ自体の魅力
が大きく作用している．すなわち，ボローニ
ャの中心に位置する中世の面影を色濃く残す
歴史的街区，チェントロ・ストリコでは教会，
ピアッツァ（広場），博物館，劇場，それに
欧州最古のボローニャ大学などが，いわば舞
台装置のごとく機能することによって世界各
地から多様で創造的な人材，R.フロリダの
いう「創造的階級」（creative class）が引き
寄せられている．そして彼らがもちこむ多様
な知識や情報，ノウハウや価値観など「都市
としての多様性」（Jacobs, J.）がクロスオー
バーすることで地域的にはシナジー（相乗）
効果がうまれ，さながら中世のボローニャの
地で「新しい学問」が開花したように，知識
経済にふさわしい創造空間として「知のボロ
ーニャ」の新たな復興 , つまり 21 世紀型の
リソルジメントが期待できるのである．
この点に関連してボローニャでよくいわれ
る逸話がある．それは Ferrari社を創業した，
エンツォ・フェラーリの次のことばである．

  「想像（immaginare）できることは必ず実
現できる．製品は想像の産物であり，それ
を実現するのが働くこと．だからラボーロ
（lavoro）こそ，もっとも大事だ．逆に働
く意志のないものは，社会の落ちこぼれだ」

このようにボローニャの人びとは，強い仲
間意識や独立心の高さとともに仕事に対して
自覚と誇りをもつものが多い．しかも働き方
にかんしては，「創造的な仕事」を意味する
オペラ（òpera）のように，仕事を楽しみな
がらとりくむという気風をもっている．それ
と歴史的街区を中心にボローニャの街中にあ
ふれる「建造環境」（Harvey, D.）があわさり，
いっそうの創造性をはぐくむといった好循環
に結実する可能性が大いに期待できるのであ
る．

2-6　  「エミリア精神」をベースに探求する「分
かち合いの経済」

いずれにせよ，いま，ボローニャをはじめ
エミリア・ロマーニャ州は前進部分と停滞な
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いしは後退部分がないまぜ状態にあるのは確
かである．その点では，1980 年代以降のこ
の地域における経済発展も，世界史的にみれ
ば工業化社会から脱工業化社会に移行する過
程での，いわば「量（scale）の経済」から「質
（quality）の経済」へ転換する，ポスト・フ
ォーディズム段階の成功事例であり，信頼と
互恵を軸とした「シェアリング・エコノミー」
（「共有の経済」または「分かち合いの経済」（神
野直彦））の先駆けといえなくもない．しか
し同時に今日の知識経済化のながれは，この
地域が得意とするモノづくり環境を一変させ
つつある．その一端は 3Dプリンターや 5G
の登場であり，人工知能 AIの進化によるイ
ンターネットと伝統的モノづくりを融合させ
た I o T（Internet of Things）の出現などで
ある．すなわち，こうした知識社会ないしは
「第 4次産業革命」（Schwab, K.）の到来は，
産業の主役も情報通信関連をはじめ知識集約
型産業とそのための人材養成を担う教育サー
ビスなどソフトな産業に中心が移行する．こ
のときこの地域が抱える，モノづくり機能に
比べ情報通信関連産業等が相対的に弱い（た
とえば，業種別での情報関連企業数は 2.7%
にすぎない）という産業構造上の弱点を内包
したもとで，こうした変化にどこまで対応可
能かという点では一抹の不安を禁じ得ない．
さらにこの問題に関連して，地域経済の振
興役を担う州や ERVETの方策としては，
となる人材養成にむけた教育・訓練にかかわ
る制度の抜本改革を現在，官民あげて展開中
であり，たとえば，CNA 傘下の人材養成機
関 ECIPARなどもその一翼に加えながら進
めている．しかしそれ以外では前述の国際化
戦略のほかには依然明確な戦略をもちあわせ
ていない．しかもその根幹部分に対する評価
も，先にみたとおり地域内の主要なアクター
間で賛否両論に 2分される．またその際，州
などが期待するさらなる外国資本の投資動向
については，その前提として海外各国が求め
る中央政府による労働市場改革や金融改革な
どの経済改革の行方も依然として不透明感が
あり，容易に進みそうにはない．
とはいえ，こうした変化への対応力が問わ

れるのは何もこの地域に限定された問題では
なく，世界中の多くの地域で共通して求めら
れる今日的な課題である．その点では，ボロ
ーニャにおける現状はこれまで営々と培って
きた地域的優位性，すなわち地域の企業間に
連綿と続く信頼と互恵による「競争と協調」
の地域的ストック，いいかえれば，濃密な企
業間関係と信頼の醸成による取引費用の低減
等をもとに形成されたボローニャならでは
の，「産業的雰囲気」を最大限に活かしなが
らヒューマン・スケールの「イノベーション
と創造性」を軸に，地域的な産業集積が文字
通り「マーシャルの森」から「知恵の森」化
にむけ，さながらみんなでオペラ（歌劇）を
演じ奏でるように楽しみながらチャレンジを
積み重ねているといえよう．
同時にこの背後には，ボローニャにおける
歴史的街区，チェントロ・ストリコの保存的
再生，つまり，リスタウロ（restàuro）に際
して編み出された，都市計画上の「保存は革
命」という「ボローニャ方式」（陣内秀信）
と同様に，都市再生をめぐる「外来型開発と
内発的発展」，産業地区においては「競争と
協調」，さらには広く市民意識の底流に存在
するキリスト教と民主主義・マルクス主義と
いう，ともすれば二項対立的にとらえがちな
関係も，相互信頼と絆を基軸とした「エミリ
ア精神」をベースに，さらなるフレキシブル
でクリエイティブな「ボローニャ方式」を押
し進めている．そして，引き続く「危機をチ
ャンスに変える」創造的なとりくみはボロー
ニャの新たなステージ，つまりサスティナブ
ルな明日が切り開かれる可能性が大であり，
だからこそ，この行方については，今後とも
世界の人びとの強い関心を集め続けることは
まちがいなかろう．

2-7　小括― 今こそボローニャに学ぼう
以上のとおり，ボローニャの地域的優位性
と持続可能性にかかわり，その源泉とともに
その形成過程および現状について縷々検討し
てきたが，ときあたかも，アメリカの経済誌
『Forbes』（日本版，2021 年）が特集記事，
「Small Giants」のなかで，内発的発展の地
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域づくりにおいて企業間で「共存共栄」を図
る典型事例としてボローニャを紹介したうえ
で，日本にも同様の街があるとして，大阪府
八尾市をとりあげている．それに即して一言
付け加えると，衛星都市八尾市の「外皮」と
しての大阪経済は，後にみる安藤忠雄の見識
が示すとおり，『Forbes』の高評価とは裏腹に，
当該の八尾市を含め，現在は「衰退の際」に
あるというのが実際のところであろう．その
ため，大阪経済の再生を考える場合，こうし
たボローニャの地域構造なり産業構造と比
べ，歴史的文化的背景の違いを一定考慮しつ
つも，同時にこれまでの大阪経済にとっては
何が欠け，それはいつ頃からか，それはどう
すれば再生ないしは再構築が可能か，そのた
めに手かがりとなるものはいったい何か等々
について，むしろボローニャから真 に学ぶ
必要があろう．
いいかえれば，今後の大阪経済にとって，
大阪の明日，すなわち「サスティナブル・大
阪」を考えるうえで，あらためて近年盛んと
なっている「地元学」の，出発点を「その地
の水脈の源をたどる」という方法論に倣い，
大阪経済の源流をたどりつつ，さしあたり究
明するテーマとしては，再び安藤の言を借り
ていえば，「公共心の伝統」，およびその
DNAにまつわるいわば「鉱脈探し」が喫緊
の課題となろう．つまり，安藤は生粋の大阪
人として人一倍大阪に愛着があるがゆえか，
「大阪に明日はあるか」（『朝日新聞』2007 年
6月 2日付）と広く市民に問いかけながら，「企
業は出て行く，犯罪は多い，目立つ公共心の
欠如」といった現実に対し，「このままでは
大阪の明日はない」と警鐘を発している．そ
の一方で，約半世紀前に梅棹忠夫が「大阪は
下司（げす）の町」と喝破したようなまちで
は決してなく，「本来，大阪は町人の街で，
公共心に富む人々が住んでいた」という．そ
してその例証として，「（大阪は）八百八橋と
いわれるが（略），淀屋橋をはじめ大半は町
人が造った」と紹介しつつ，「最近でも，落
語の定席，天満天神繁昌亭が市民の募金を集
めて誕生」したように，「大阪の人びとには
公共心の伝統，いわば DNAがある．（略）

それが最近は薄れています」とのべながら，
「大阪で生まれた人はもちろん，企業にも，
大阪に義理を感じてほしい」と心情を吐露し
ている．要するにその要諦の核心は，まさに
「ローマは一日にして成らず」である．

注
１） 本論文は，もともとは中村剛治郎編『基本ケ
ースで学ぶ地域経済学』（有斐閣，2008 年）
の改訂版用に纏められたものである．それが
諸般の事情により，当初計画から出版が大幅
に遅れているため，当面の代替として本誌へ
の掲載を本誌編集委員会および当該書の編者
ならびに出版社に対して依頼をし，幸いにも
双方からご承諾をいただいたものである．こ
のような異例の配慮をしていただいた点につ
いては関係者のみなさまに心より感謝を申し
上げるとともに，元来，教科書用に纏められ
ているため，形式上，注記については可能な
かぎり本文に挿入し，主要な参考文献のみの
掲載となっている点については，読者のみな
さんには事情に鑑み，ご寛容をお願いする次
第である．さらに付言すると，私のイタリア
研究は重森曉先生あっての関係である．その
発端となった 1988 年の先生を団長としたイタ
リア調査旅行をはじめ，先生がサバティカル
でボローニャ滞在中（94 年）に訪問し，ボロ
ーニャはもとより，カルピ（Carpi）やサッ
スォーロなどの地域調査を成瀬龍夫先生とと
もにご一緒させていただいた経験などが基礎
となっている．その意味ではこれまでの 30 余
年にわたる重森先生から受けた学恩に，あら
ためて感謝する次第である．

２） イタリアの地方制度は，州（レジオーネ：
regione）・県（プロビンチャ：provicia）・市（コ
ムーネ：comune）という 3層制で，そのうち
州には特別州と普通州という 2種類ある．そ
の根拠法は 1948 年制定のイタリア憲法である
が，シチリアやサルデーニャ島などの特別州
を別にすれば，エミリア・ロマーニャ州をは
じめ普通州が実現をみるのは，憲法制定後 20
年以上を経た 70 年のことである．その後の地
方制度をめぐる改革は，1990 年制定の新地方
自治法（法 142 号）において，ローマやミラ
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ノなどと同様にボローニャも，県を廃止し大
都市制（città metropolitana）の創設が認め
られた．しかしもっぱら「決められない国」
といわれるとおり，その後の政治的混迷も加
わり遅々として進まなかった．それが，2014
年 2 月に突如誕生したレンツィ政権によって
矢継ぎ早に実行された政治改革の一環として，
同年 5月には大都市制度や県制度改革のため
の「デルリオ法（legge Delrio）」（法 56 号）
が成立し，15 年 1 月にボローニャも大都市制
に移行した．

３） 「地区評議会」（Consìglio di Quartière：以下，
単に CdQという）については，これまでボ
ローニャの革新性を示す象徴といわれたが，
いま，この CdQをめぐる状況も不透明感が
増大している．すなわち，CdQは 1960 年に
ボローニャ市で最初につくられた住民参加制
度ではあるが，その後，76 年に「分権・参加法」
（法 278 号）が制定されたことにともない全国
に広がった．そののち，法自体は何度も改正
されたが，その位置づけは，当初から「区行
政を補完するもの」という基本的性格は変わ
っていない．確かに，この法の第 13 条には，
CdQが直接職員を雇用し業務を行う権限があ
ると記されてはいるが，それも施設管理に限
定している．このため，今日に至るまで部分
的な試行を別にすれば，そのような実態は皆
無に等しい．現実には本来の役割である区役
所が管轄する業務，それも公共施設の管理・
運営と都市計画や教育，社会サービスにかん
する意見具申をまとめる場にすぎず，きわめ
て限定された住民参加制度である．

 　ただし，1970 年代における歴史的街区，チ
ェントロ・ストリコの保存的再生に際しては
当時，多くの市民の積極的な参加もあり CdQ

が有効に機能した．しかし，それも一部で紹
介されたような（その代表格が，埼玉自治体
問題研究所イタリア CdQ研究会編（1982）『地
区住民評議会』自治体研究社）コミュニティ・
レベルにおける直接民主主義制度，あるいは
コムーネを代行するものではもとよりなかっ
た．たとえば，CdQにおける住民の意見も，
その採否の権限は当初から一貫して区当局に
ある．また区政に対する意見を検討する各委

員会も，開催は月平均 1～ 2 回程度で，ボラ
ンティアという性格のため参加者はその都度，
10 数人にすぎない．さらに問題は，ボローニ
ャの場合，1 つの地区の人口が最低でも 6 万
人を超え，その区割りも設定当初とは違って
地域的な繋がりも考慮せず機械的に設定され
た．この当然の帰結として形骸化が避けられ
ないばかりか，大半の市民にとってはその存
在すら知られていないのが現実である．

 　この間 を埋めるがごとく，「緩やかな関係
性」を軸に新たな市民参加を促す組織として，
2013 年 9 月に若者を中心に SNSのひとつで
ある，Face Bookを介した “Social Street” が
フォンダッツァ通り（via Fondazza）からう
まれた．そしてこの「ストリート掲示板」づ
くりはたちまち全市に広がり，1年後には市
内のほぼ全街路で組織された．このように，
いま，CdQの行方も大きな岐路にある．
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